
傷病手当金を活用しよう！

がん治療と仕事の両立のために



傷病手当金とは

 傷病手当金は、健保より病気休業中に被保険者と
その家族の生活を保障するために設けられた制度
です。被保険者が病気やケガのために会社を休み、
事業主から十分な報酬が受けられない場合に支給
されます。

社労士から一言

私傷病で働けない場合に健康保険
から、傷病手当金が支給されます。

※国民健康保険は任意給付になり、
傷病手当金が給付されないケース
があります。新型コロナウィルス
は国保も給付しています。



支給される条件
傷病手当金は、次の(1)から(4)の条件をすべて満たしたときに支給されます。

(1)業務外の事由による病気やケガの療養のための

休業であること。

※

健康保険給付として受ける療養に限らず、自費で
診療を受けた場合でも、仕事に就くことができな
いことについての証明があるときは支給対象とな
ります。また、自宅療養の期間についても支給対
象となります。

ただし、業務上・通勤災害によるもの（労災保
険の給付対象）や病気と見なされないもの（美容
整形など）は支給対象外です。



支給される条件
(2)仕事に就くことができないこと。

仕事に就くことができない状態の判定は、療養
担当者の意見等を基に、被保険者の仕事の内容を
考慮して判断されます。

社労士から一言

仕事に就くことができない状態で
あるかを判定する期間が待期期間
になります。



支給される条件
(3)連続する3日間を含み4日以上仕事に就けなかっ

たこと。

業務外の事由による病気やケガの療養のため仕事を
休んだ日から連続して3日間（待期）の後、4日目以降
の仕事に就けなかった日に対して支給されます。

待期には、有給休暇、土日・祝日等の公休日も含ま
れるため、給与の支払いがあったかどうかは関係あり
ません。

また、就労時間中に業務外の事由で発生した病気や
ケガについて仕事に就くことができない状態となった
場合には、その日を待期の初日として起算されます。



待期３日間とは？



支給される条件
(4)休業した期間について給与の支払いがないこと。

業務外の事由による病気やケガで休業している期間
について生活保障を行う制度のため、給与が支払われ
ている間は、傷病手当金は支給されません。（有給休
暇で給与の支払いがある場合等）

ただし、給与の支払いがあっても、傷病手当金の額
よりも少ない場合は、その差額が支給されます。

（ポイント）

任意継続被保険者である期間中に発生した病気・ケガ
については、傷病手当金は支給されません。
※任意継続被保険者が傷病手当金をもらえるケースは

在職中に傷病手当金の受給資格がある場合です。

有給休暇で休むと給与が支給さ
れるので、原則傷病手当金は支
給されません。



支給される期間については・・・

傷病手当金が支給される期間は、令和4年1月1日より、支給を開始した
日から通算して1年6ヵ月に変わりました。

ただし、支給を開始した日が令和2年7月1日以前の場合には、これまで
どおり支給を開始した日から最長1年6ヵ月です。



傷病手当金の支給額/計算方法



傷病手当金 計算例①



傷病手当金 計算例②



退職後・・・
傷病手当金はもらえるの？

社労士からのワンポイントアドバイス

傷病手当金は在職中に数日仕事に就いても、その日の報酬が傷病手当金の
日額より低い給与なら差額が支給されます。（報酬の方が多いと傷病手当
金は支給されません。）ですが、退職後の継続給付は仕事に就いたら金額
関係なく支給されません。傷病手当金を受給しながら、仕事と治療を両立
したいと考えている方は、休職制度などを利用して退職しないようにしま
しょう！

資格喪失の日の前日（退職日等）まで被保険者期間が継続して1年以上あり、
被保険者資格喪失日の前日に、現に傷病手当金を受けているか、

受けられる状態［(1)(2)(3)の条件を満たしている］であれば、資格喪失後も引き続き支給を受けることができま
す。任意継続被保険者にならなくても、退職後の継続給付は受けれます。
ただし、一旦仕事に就くことができる状態になった場合、

その後更に仕事に就くことができない状態になっても、傷病手当金は支給されません。


